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添付書類 事業報告 （2020年４月１日から2021年３月31日まで）

1 当社グループの現況に関する事項
(１) 事業の経過及びその成果

2020年度の我が国経済は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大に伴い、社会経済活動が大きく制限されることと
なりました。同年12月以降の新型コロナウイルス感染症の再拡大により、緊急事態宣言が再度発令されるなど、年度を通して厳し
い状況で推移しました。

2020年度の当社グループの業績は、前年度の急激かつ大幅な業績悪化を受けて策定した事業再生計画「100日プラン」に則った
各種施策を実行した結果、売上高は前年度比4.3％減の6,437億円、営業利益は、前年度から211億円増の244億円と、減収ながら
大幅な増益となりました。

売上面では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、自動車メーカーが生産を停止したことや国内電線市場の需要が減少
したこと等により減収となりました。

利益面では、事業構造改革及び費用削減等の諸施策による効果や、銅価上昇による評価差益が生じたことに加え、エネルギー・
情報通信事業において、北米の電力インフラ投資が堅調であったことや、高付加価値製品である超多心細径光ケーブル及び関連製
品の販売強化が功を奏したことで、欧米でのFTTx（*）及びハイパースケールデータセンタ向け需要の伸びを的確にとらえること
ができました。また、エレクトロニクス事業部門においては、スマートフォン向け製品の需要が増加したこと、及びいわゆる巣ご
もり需要によるデジタル機器の需要増を確実に取り込んだこと等により、営業利益は大幅な増益となりました。

経常利益は、営業外収益47億円及び営業外費用107億円を計上し、前年度から171億円増の184億円となりました。
特別損益として、固定資産の売却益43億円、コーポレートガバナンス・コードの趣旨に沿った政策保有株式の売却益15億円等、

合計68億円の利益を計上しましたが、FPC製造設備等に関する減損損失168億円、国内外の拠点整理等にかかる事業構造改善費用
36億円や、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によるアイドルコスト20億円等合計240億円の損失を計上しました。

これらの結果、親会社株主に帰属する当期純損失は54億円となりました。最終損益は、未だ損失の計上とはなりましたが、前年
度から331億円改善しています。

当期の期末の剰余金配当につきましては、前年度に引き続き損失を計上した現状に鑑み、誠に遺憾ながら無配とさせていただき
ます。株主の皆様には誠に申し訳なく、深くお詫び申し上げます。

当社は、「（２）対処すべき課題」でご説明申し上げる2021年度の経営計画と重点課題をはじめとする各施策の断行により、
早期の事業回復に向け、不退転の決意をもって取り組んでまいります。

(＊) FTTxとは、通信事業者の中継局から、住宅、ビル等様々なユーザまでの光ファイバ網をいいます。代表例として、住宅までを光ファイバでつなぐ、FTTH（Fiber To 
The Home）があります。
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各カンパニーの概況

不動産カンパニー その他

エレクトロニクス
事業部門 電子電装・

コネクタカンパニー

エネルギー・
情報通信カンパニー

109億円
1.69％

52億円
0.80％

自動車事業部門
1,219億円
18.94％

1,999億円
31.05％ 3,218億円

49.99％

3,059億円
47.52％

売上高合計
6,437億円

(単位：億円)

期
事業区分等

第172期
2019年度

第173期（当期）
2020年度 増　減

エネルギー・情報通信カンパニー 3,278 3,059 △219

電子電装・コネクタカンパニー＊ 3,276 3,218 △58

エレクトロニクス事業部門 1,783 1,999 215

自動車事業部門 1,493 1,219 △274

不動産カンパニー 113 109 △4

その他 56 52 △4

合　計 6,723 6,437 △286

＊第173期（当期）より、従来「自動車事業部門」に含めていた一部事業を「エレクトロニクス事業部門」組み替えました。第172期についても変更後の区分で記載しています。
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エネルギー・情報通信カンパニー
◦主要な事業内容
産業用、送電・配電用、通信用など多種多様な電線やケーブル及び機器類並びに光ネットワーク構築のための光
ファイバ・ケーブルや各種製品を提供しています。

産業用電線、通信用メタルケーブル、架空送電線、OPGW（光ファイバ複合架空地線）、配電線、電力用ケ
ーブル、電線・電力ケーブル用接続部品、巻線、光ファイバ・ケーブル、光コネクタ等の接続用部品、光デ
バイス、光融着接続機、光線路監視システム、光伝送機器、光配線システム、関連工事 第172期

（2019年度）
第173期
（2020年度）

3,0593,278

売上高 （単位：億円）

第172期
（2019年度）

第173期
（2020年度）

181

46

営業利益 （単位：億円）
　このカンパニー全体の売上高は前年度比6.7％減の3,059億円、営業利益は前年度から136億円増の181億円と
なりました。
　エネルギー事業部門では、主に国内において、オリンピック・パラリンピック需要が減退したこと、新型コロ
ナウイルス感染症拡大による建設工事の延期や銅価の急騰による電線の買い控えにより建設向け電線の需要が落
ち込みました。また、事業構造改革の一環として海外拠点から撤退したこともあって、売上高は、前年度に比べ
11.9％減の1,656億円となりました。利益面では、事業構造改革や費用削減施策の効果に加え、米国における電
力インフラ投資向け需要が好調に推移したことや銅価上昇による材料評価差益などが加わり、大幅な増益となり
ました。
　情報通信事業部門では、過当競争により急落した中国市場の光ファイバ価格に下げ止まりが見られました。し
かしながら、光ファイバ供給過多の状況は変わらず、価格レベルは依然として厳しい状況であることから、この
事業部門の主力を光ファイバからより高付加価値な光ケーブルにシフトしてきました。また、欧米において、通
信ネットワークインフラ向けやハイパースケールデータセンタ向けで大きな需要が見込まれることから、当社の
主戦場を中国から欧米へと切り替えることとしました。
　以上の戦略転換が功を奏したこと、及び新型コロナウイルス感染症拡大による通信ネットワークインフラの整
備等の需要増が追い風となり、当社の高付加価値戦略商品「Spider Web Ribbon®/Wrapping Tube Cable®」
(以下「SWR®/WTC®」といいます。)（*）及びこれを軸とする光機器コンポーネントや光融着接続機等の光配
線ソリューション関連製品の販売が伸びました。一方、戦略転換に伴う光ファイバの減収や新型コロナウイルス
感染症拡大の影響により通信工事が停滞したことにより、この事業部門全体の売上高は前年度に比べ0.3％増の
1,403億円の横ばいにとどまりましたが、営業利益は大幅な増益となりました。

（*）SWR®/WTC®は、従来に比べ細径・軽量・高密度であり、工事費も削減可能である光ケーブルです。
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電子電装・コネクタカンパニー
◦主要な事業内容
デジタル家電、携帯機器向けなどの電子機器用部品及び各種自動車用部品等を提供しています。

FPC、コネクタ、メンブレンスイッチ、電子ワイヤ、HDD用部品、センサ、ヒートパイプ、ワイヤハーネ
ス、電装品

第172期
（2019年度）

第173期
（2020年度）

3,2183,276

売上高 （単位：億円）

第172期
（2019年度）

第173期
（2020年度）

12

△61

営業損益 （単位：億円）

　このカンパニー全体の売上高は前年度比1.8％減の3,218億円、営業利益は、前年度から72億円増の12億円と
なりました。
　エレクトロニクス事業部門（コネクタを含む電子機器用部品事業）では、主要顧客のスマートフォン向け需要
が好調に推移しました。また、新型コロナウイルス感染症の拡大が契機となり、在宅勤務やオンライン授業とい
ったリモート環境による新しい生活様式が常態化したことにより、企業、学校及び家庭で使用されるデジタル機
器の需要増及び大容量のデータ処理が求められるデータセンタ向けの機器の需要が好調に推移しました。また、
急増した医療機器向け酸素センサの需要を取り込みました。
　以上により、売上高は前年度に比べ12.1％増の1,999億円となりました。利益面は、増収となったことに加え
て、国内外において人員削減を実施するとともに、棚卸資産の削減等の施策を強力に進めてきたことにより黒字
転換を果たし、前年度から68億円増の49億円の利益を計上することができました。
　自動車事業部門（ワイヤハーネス、電装品事業）では、中国市場の回復による受注増はありましたが、新型コ
ロナウイルス感染症拡大の影響を受けた顧客の工場閉鎖や減産があったことで、全体として大幅に受注量が減少
しました。その結果、売上高は、前年度比18.3％減の1,219億円となりました。利益面では、アジアでは、事業
構造改革によるコスト削減の効果があり、欧州では本社による統制を強めて能力に応じた受注の適正化を強力に
進めるとともに、事業規模の適正化を図ったことにより、主力のモロッコ工場の生産性が向上しました。しかし
ながら、新型コロナウイルス感染症拡大の影響や、第４四半期に起きた半導体不足による顧客における減産が大
きく響き、全体では前年度から４億円改善して37億円の営業損失となりました。

不動産カンパニー
◦主要な事業内容
「深川ギャザリア」の運営によるビル賃貸事業を行っています。

第172期
（2019年度）

第173期
（2020年度）

109113

売上高 （単位：億円）

第172期
（2019年度）

第173期
（2020年度）

5254

営業利益 （単位：億円）

　売上高は前年度比3.6％減の109億円、営業利益は減収に伴い前年度から２億円減の52億円となりました。
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その他の事項
前年度は、主要事業の落ち込みにより連結純資産が著しく減少したことで、当社が締結している一部のシンジケートローン及びコミ
ットメントライン契約に定める財務制限条項に抵触いたしましたが、現在では、当該条項の変更につき合意にいたったことで、財務
制限条項への抵触は全て解消しています。

「100日プラン」の進捗
事業再生計画「100日プラン」は概ね予定通りの進捗となっています。主な取り組みは以下のとおりです。

種別 2020年度取組み

ガバナンス強化等 早期退職優遇制度の実施（200名規模）
経営体制の刷新

ＦＰＣ事業 海外拠点を中心とした人員適正化
製造設備の減損処理

自動車用ワイヤハーネス事業 欧州地区の拠点統廃合の実施
人員適正化

エネルギー事業
海外製造拠点の実質的閉鎖
海外ＥＰＣ事業（*）からの撤退実行
事業の選択と集中の推進

情報通信事業 光ケーブルトータルソリューションの推進
成長事業への投資を厳選して実行

（*）「EPC事業」とは、電線・ケーブルの供給並びに敷設工事の設計及び施工を一体として提供する事業をいいます。（Engineering：設計、Procurement：調達、
Construction：建設）
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(２) 対処すべき課題
１．事業再生計画「100日プラン」の遂行

当社は、2019年度の業績悪化を受け、事業再生フェーズ下にあります。基本戦略を「早期事業回復への集中」と
して、重点施策を①「既存事業の聖域なき『選択と集中』」及び②「コーポレートガバナンスの強化」の２点に絞
り、事業再生計画「100日プラン」を策定しました。2020年度は、この「100日プラン」に従い事業構造改革等の
施策を進め、一定程度の利益回復が実現しました。しかしながら最終赤字を計上するなど、事業回復は未だ道半ばに
あり、2021年度も引き続き「100日プラン」に基づくあらゆる施策を断行してまいります。

事業再生フェーズ 持続的成長フェーズ

20中期の継続断念
事業再生フェーズへ移行

2020中期経営計画

2020中期

2016年度 2019年度

経営体質・事業構造の
抜本的改革

持続的な
成長による
企業価値創造
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「経営体制の刷新について」
事業再生計画「100日プラン」を機動的かつ迅速に実行するため、本定時株主総会での取締役の選任に先立ち、

2021年４月１日付で大幅な経営体制の変更を実行いたしました。
新たな事業推進の体制として、ＣＥＯ（最高経営責任者）及びＣＯＯ（最高執行責任者）を新設いたしました。取

締役社長ＣＥＯは、全社的経営課題の解決・事業構造改革を強力に推進し、執行役員ＣＯＯに当社の中核事業にかか
る業務執行の権限を集中して、事業推進の機動性と事業判断のスピードを向上させることとしています。当社では、
2013年４月に社内カンパニー制を導入して、各カンパニーを管掌する業務執行取締役がそれぞれの事業運営を遂行
する体制としてきましたが、今般、事業再生計画「100日プラン」を機動的かつ迅速に実行するため、従来の社内カ
ンパニー制を発展的に解消して事業部門制とし、ＣＯＯ直轄とする垂直統合型への組織再編を行いました。これにあ
わせて社内組織を簡素化することで、ＣＯＯ直下に置かれる執行役員についても管掌事業の責任・権限が明確化さ
れ、その人数も半減しています。

組織再編後の体制は以下の通りとなります。

（取締役を兼任しない執行役員：22名）

（取締役を兼任しない執行役員：11名）
※AFL Telecommunications LLCを中心とした北米情報通信事業

”C”はカンパニーの略

変更後

変更前

取締役社長CEO

取締役社長

取締役 取締役 取締役 取締役 取締役 取締役 取締役 取締役
コーポレート
R&D部門

構造改革
タスクフォース

執行役員COO

【中核事業】
・情報通信事業部門
・PC事業部門
・コネクタ事業部門
・自動車事業部門
・電子部品事業部門

・北米事業※ ・産業電線事業
・不動産事業部門

・�コーポレートガバ
ナンス統括部門
・�コーポレート部門
・�コーポレート品質
統括部門
・�新事業創生
研究開発

取締役 取締役

コーポレート
営業部門

エネルギー
・情報通信C

電子電装
・コネクタC

コーポレート
スタッフ部門

経理部等
不動産C 北米事業※ 新規事業

27

対処すべき課題



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2021/05/22 17:11:16 / 21746506_株式会社フジクラ_招集通知（Ｃ）

この経営体制の変更は、取締役会の監督機能をいっそう強めることを意図したものであり、社外取締役が取締役会
の半数を占める体制としました。

（変更前）取締役会の構成【総数15名】
取締役社長 取締役社長CEO
取締役（R&D） 取締役（北米事業）
取締役（営業） 取締役（産業電線、不動産事業）

取締役（エネルギー・情報通信C） 取締役
取締役（電子電装・コネクタC） 監査等委員（社内）
取締役（経理等・不動産C） 監査等委員（社外）

監査等委員（社外）
監査等委員（社外）
監査等委員（社外）
監査等委員（社外）

取締役（北米事業）
取締役（新規事業）

取締役（コーポレートスタッフ）
監査等委員（社内）
監査等委員（社外）
監査等委員（社外）
監査等委員（社外）
監査等委員（社外）
監査等委員（社外）

(変更後）取締役会の構成【総数10名】

業務執行側への
監督機能を強化

※�社内
５名

※�社内
10名

※�社外
５名

※�社外
５名
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①既存事業の聖域なき『選択と集中』
2021年度の事業計画は、売上高6,000億円（20年度比6.8%減）、営業利益200億円（同18.0%減）、経常利益

165億円（同10.3%減）、親会社株主に帰属する当期純損益は119億円改善の65億円の利益計上としました。株主様
への利益還元は、回復に向けた道半ばにある現状に鑑み、未定としています。

なお、上述のとおり、当社はこれまで社内カンパニー制を採用して「エネルギー・情報通信カンパニー」及び「電
子電装・コネクタカンパニー」の2つのカンパニーとして組織していましたが、これを「情報通信事業部門」「ＰＣ
事業部門（*）」「コネクタ事業部門」「電子部品事業部門」「自動車事業部門」の5つの中核事業部門に再編してい
ます。

(*)「PC事業部門」とは、Printed Circuit（プリント回路）を中心に、印刷技術を用いた回路形成全般を用いた製品による事業部門です。

【中核事業部門】
『情報通信事業部門』

新型コロナウイルス感染症拡大に伴うテレワーク需要の高まり、5G、IoT等の次世代インフラ整備の需要と相
まって、特に欧米を中心としたFTTx、データセンタ等の通信インフラ網の構築・増強への積極的な投資が引き続
き見込まれます。当社の戦略商品SWR®/WTC®は、細径・軽量・高密度であり、敷設工事も簡便であることか
ら通信インフラ増強に最適なソリューションであるとの高評価を得ています。こうした機会を逃すことなく更な
る製造能力の増強等、リソースの集中を図り、周辺部品等を加えた光インフラ網増強に向けたトータルソリュー
ションの提供を行ってまいります。

『PC事業部門』
スマートフォン需要の頭打ちに伴う競争環境の激化が継続している中、2021年度は、品種構成の変化もあっ

て売上が大きく落ち込むことが想定されています。拠点の統廃合まで踏み込んだ事業構造改革を断行し、一層の
コスト低減を図るとともに、品種構成の変化に応じた生産体制構築を進めてまいります。また、従来から取り組
んでいる品質の向上・技術力の強化についても一層磨きをかけ、競争優位性の維持できる領域へと事業をシフト
してまいります。

『コネクタ事業部門』
これまで進めてきた事業構造改革を通じた生産体制の最適化により、安定した事業運営がなされるようになり

ました。今後、新しい市場分野への参入を通じた持続的成長を求めてまいります。

『電子部品事業部門』
拡大するデータセンタ需要に対し、ＨＤＤの大容量化への対応、熱ソリューションの提供など、新規市場の開

拓や新規顧客を取り込む等新陳代謝を促進し、高収益性を維持してまいります。
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『自動車事業部門』
2021年度以降も新型コロナウイルス感染症拡大の影響や半導体不足等、自動車業界は先行きが不透明な状況

にあります。一方、当社において、生産面では、自動車用ワイヤハーネス事業の「稼ぐ力」が戻ってきています。
アジア地区では拠点の再編成をすすめ、欧州地区では、さらなる生産性の向上と品質の安定化によるコスト削減
をすることで、本事業部門全体で利益確保できる水準への回復を目指してまいります。

なお、エレクトロニクス関連事業全体に関する今後の取組として、エレクトロニクス製品の自動車市場への参
入を進めています。自動車業界は「ＣＡＳＥ」（コネクテッド、自動運転、シェアリング、電動化）などの100
年に一度の変革期を迎えています。既に複数のお客様と高速通信対応、電力制御システム等を共同で開発してお
り、コネクタ事業部門では次世代車両間通信用コネクタを2021年度から量産開始するほか、PC事業部門におい
ても従来から手掛けるインフォテイメント（*1）やライティング（*2）分野に加え、パワートレイン（*3）分野
の製品開発を加速させてまいります。

(*1)「インフォテイメント」とは、インフォメーションとエンターテイメントを組み合わせた造語であり、特に自動車分野におけるナビゲーションシステム
やオーディオビジュアル機器向け製品を指しています。

(*2)「ライティング」とは、ヘッドライト、方向指示器、室内照明等の自動車用照明を指しています。
(*3)「パワートレイン」とは、動力伝達装置全般のことを指しており、自動車の挙動としての「走る」「曲がる」「止まる」といった動きを介する装置に使

用される電子部品を指しています。

【その他事業部門等】
『新事業創生・研究開発部門』

再生フェーズにおいても常に事業や製品・技術の新陳代謝を探索し、研究・開発を続けることは企業にとって
必須の事項であり、再生を果たした後の持続的成長に向けた取り組みを進めていくためにもこれを継続しなけれ
ばなりません。そのため、これまで設置していた新規事業推進機能とR&D機能を統合し、2021年４月に「新事
業創生・研究開発部門」を新たに設置いたしました。

これは、以下の３つを目的としたものです。
・既存事業を支える技術を世界トップレベルに維持し、革新的な新商品を創出すること
・新たな立地の検討・技術基盤の構築・事業化まで一気通貫で推進すること
・技術的な見地からフジクラの未来のあるべき姿を見定め、成長戦略の構築に貢献すること
当社としましては、新たな価値創出を目指し、市場ニーズや需要の動向などを見極めながら、当社のコア事

業・技術を活かせる重点テーマに絞り込んで、新規事業の創出、新製品の開発を継続してまいります。

『構造改革タスクフォース』
事業再生フェーズ下において、事業安定化に向けた事業構造改善のための改革や、拠点統廃合等の費用削減

等、事業再生に向けた各種取り組みを「構造改革タスクフォース」と呼称しています。構造改革タスクフォース
は、事業再生に必要不可欠であることから、取締役社長ＣＥＯの特命事項とし、引き続き取締役社長ＣＥＯの陣
頭指揮のもと、各種取り組みを遂行してまいります。
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②コーポレートガバナンスの強化
コーポレートガバナンスの強化を図るため、2021年４月１日より、（1）取締役会における社外取締役の比率の

引き上げ、（2）コーポレートガバナンス統括部門の新設を行いました。

（1）社外取締役比率の引き上げ
取締役会による業務執行側に対する監督機能を強化するため、2021年３月末日をもって半数以上の社内取締

役は辞任し、同年４月１日より取締役総数10名（社外取締役５名、社内取締役５名）の取締役会の体制となりま
した。これにより、取締役会における社外取締役の比率は、従前の３分の１から２分の１となりました。社内取
締役の減員により、事業部門の利益代表が多数を占める取締役会構成から、当社経営から独立した、経営経験、
財務・法務などの専門的知見を持った社外取締役が半分を占める取締役会構成になることによって、取締役会で
は、経営に関わる重要事項（中長期的戦略の立案、事業ポートフォリオの見直し等）を討議し、決定してまいり
ます。

（2）コーポレートガバナンス統括部門の新設
当社グループ全体の業務執行を適切にモニタリングするガバナンス体制を構築するために、各業務執行部門へ

の牽制や監視監督のための横串機能を備えるコーポレートガバナンス統括部門を新設いたしました。

31

対処すべき課題



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2021/05/22 17:11:16 / 21746506_株式会社フジクラ_招集通知（Ｃ）

ご参考 当社のガバナンス体制図（2021年４月１日現在）

選任

報告

株主総会

取締役会
（10名、うち監査等委員6名）

監査等委員会
（常勤1名、独立社外5名）

連携

監督

監査、監督

監査

監督

監督

支援

監査

報告
連携

補助 報告

諮問

答申

統制

通報

監査等委員会室

会
計
監
査
人

指名諮問委員会

報酬諮問委員会

コーポレート
ガバナンス
統括部門

品質統括部門

内部監査部門

取締役社長CEO

執行役員COO

中核事業

グループ会社

各取締役

北米事業
産業電線事業
不動産部門

研究開発

コーポレート
スタッフ

リスク管理委員会

外部通報窓口
外部弁護士事務所

内部通報制度

内部通報窓口
総務部長

経営革新委員会構造改革タスクフォース

・指名諮問委員会：取締役候補者の指名に係る決定プロセスの客観性・透明性を確保することを目的として設置する取締役会の諮問機関
（４名にて構成。委員長：白井取締役＊、委員：下志万取締役＊、村田取締役＊、伊藤取締役社長CEO）

・報酬諮問委員会：取締役候補者の報酬に係る決定プロセスの客観性・透明性を確保することを目的として設置する取締役会の諮問機関
（４名にて構成。委員長：下志万取締役＊、委員：阿部取締役＊、白井取締役＊、伊藤取締役社長CEO）

・リスク管理委員会：リスク（コンプライアンスを含む）の観点から当社の業務執行体制及び執行状況を検証し、損失の発生を防止・評価、方針の策定、内容の共有化等を
行う機関
（業務執行取締役及び執行役員で構成。委員長：伊藤取締役社長CEO）

・経営革新委員会：経営資源（ガバナンスを含む）の効率化、費用削減による効率性向上、販売・購買力強化による収益性向上の推進機関
（伊藤取締役社長CEOを全体主査として、各業務執行取締役が管理項目を推進）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（＊は社外取締役）

32

対処すべき課題



2021/05/22 17:11:16 / 21746506_株式会社フジクラ_招集通知（Ｃ）

２．品質管理に関する取り組み
品質不適切事案を二度と起こさないために、品質管理を重要課題として位置づけ、品質コンプライアンスを最優先

とする全社方針「フジクラ クオリティ方針」を見直し、その浸透活動やグループ全社員を対象とした品質コンプライ
アンス研修等を行い、これらの実施を継続してまいります。

ガバナンス改革として、品質保証部門の独立性の維持、教育訓練等による実効性を強化し、電子システムによる人
為的な操作を排除するなどの仕組みづくりや内部通報制度の周知を引き続き行ってまいります。

３．気候変動への取り組み
当社グループは事業を通じて社会課題を解決すべく、国連持続可能な開発目標（SDGs）の達成に取り組んでいま

す。特に昨今、世界的な課題となっている気候変動問題に関しましては、2016年に「フジクラグループ環境長期ビ
ジョン2050」を制定し、2050年までにすべての工場からのCO2排出量をゼロにする取り組みを始めています。ま
た、2050年までに再生可能エネルギー100％を目指す国際団体「RE100」に加盟するとともに、気候変動リスクの
開示を進める国際的な活動である「TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）」に賛同し
ており、引き続き気候変動への取り組みに努めてまいります。

４．ものづくりのDX（Digital Transformation）への取り組み
「ものづくりのDX」として全社スマートファクトリー化構想、“True Connected-Fujikura（TCF）”を策定し、

DXによるものづくり力強化の活動を開始しました。現場の生きたデータが各層のマネジメントへ有機的につながり、
PDCAサイクル（Plan(計画)・Do（実行）・Check（評価）・Action（改善））が回ることで、タイムリーな工場
マネジメント、データドリブン（*）の事業マネジメントを実現させ、製品、サービス、業務プロセスの変革による
ビジネスの優位性確立を目指してまいります。

(*) データドリブン（Data Driven）とは、様々な種類と膨大な量の情報を蓄積するビックデータとアルゴリズムによって処理された分析結果をもとに、ビジネスの意
思決定や課題解決などを行う次世代型の業務プロセスを指しています。
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(３) 当社グループの設備投資の状況
　当期は総額177億円の設備投資を実施いたしました。主要なものは次のとおりです。

『エネルギー・情報通信カンパニー』
　北米での情報インフラへの設備投資を見込んで光ファイバ・ケーブル及び関連製品の生産能力拡大のための設備投
資を行いました。
　さらに米国及び英国における通信事業者やデータセンタ事業者の旺盛な設備投資に対応するため、光ファイバ・ケ
ーブルの戦略商品であるSWR®/WTC®の生産能力拡大のための設備投資を行いました。

『電子電装・コネクタカンパニー』
　エレクトロニクス事業部門では、タイ王国や中国等において、スマートフォン等デジタル機器向け製品用自動化設
備の導入及び生産性改善のための設備投資を行いました。

(４) 当社グループの資金調達等についての状況
①資金調達の状況
　2020年12月に主要取引金融機関と400億円のハイブリッド・ローン（劣後特約付きローン）契約を締結いたしま
した。また2020年10月及び2021年３月にそれぞれ300億円、合計600億円の短期貸出コミットメントライン契約
を主要取引金融機関と締結しました。なお、当期末における借入実行残高はありません。

②主要な借入先及び借入額 (単位：百万円)

借入先 当期末借入金残高

株式会社三井住友銀行 29,730

株式会社みずほ銀行 14,717

株式会社三菱UFJ銀行 10,120

三井住友信託銀行株式会社 8,721

Bank of Ayudhya Public Company Limited. 7,413

株式会社静岡銀行 6,225

シンジケート･ローン 48,000

ハイブリッド・ローン 40,000

(注) シンジケート・ローン及びハイブリッド・ローンは、株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするシンジケート団からの借入です。
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(５) 財産及び損益の状況の推移 (単位：百万円)

区　分 第170期
2017年度

第171期
2018年度

第172期
2019年度

第173期（当期）
2020年度

売上高 740,052 710,778 672,314 643,736

営業利益 34,343 27,679 3,346 24,422

経常利益 34,122 21,020 1,312 18,380

親会社株主に帰属する当期純利益（損失） 18,359 1,453 △38,510 △5,369

１株当たり当期純利益（損失） 64円36銭 5円09銭 △136円58銭 △19円50銭

純資産 241,961 240,910 172,115 184,483

総資産 638,055 638,318 576,090 569,124

(６) 当社グループの主要拠点（名称及び所在地）
◇当社　　本　社　東京都江東区
　　　　　営業所　関西支店（大阪府）、中部支店（愛知県）
　　　　　工　場　佐倉事業所（千葉県）、鈴鹿事業所（三重県）、沼津事業所（静岡県）
　　　　　研究所　先端技術総合研究所（千葉県）

◇子会社　㈱フジクラ・ダイヤケーブル（東京都）、西日本電線㈱（大分県）、米沢電線㈱（福島県）、America 
Fujikura Ltd.（米国）、Fujikura Electronics（Thailand）Ltd.（タイ王国）、藤倉電子（上海）有限公司
（中国）、DDK（Thailand）Ltd.（タイ王国）、フジクラ電装㈱（山形県）、Fujikura Automotive Europe 
S.A.U.（スペイン）、Fujikura Automotive America LLC（米国）

(７) 当社グループの使用人の状況（2021年３月31日現在） (単位：名)

事業区分等 従業員数

エネルギー・情報通信カンパニー 11,283（ 1,091 ）

電子電装・コネクタカンパニー 41,196（ 13,880 ）

エレクトロニクス事業部門 13,505（ 8,070 ）

自動車事業部門 27,691（ 5,810 ）

不動産カンパニー 17（ 20 ）

本社・その他 1,221（ 172 ）

合　計 53,717（ 15,163 ）

(注) （　）は平均臨時従業員数（外数）です。

35

財産及び損益の状況の推移、当社グループの主要拠点、当社グループの使用人の状況



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2021/05/22 17:11:16 / 21746506_株式会社フジクラ_招集通知（Ｃ）

(８) 重要な子会社の状況
　当社の重要な子会社の概要は以下のとおりであり、それぞれ記載の製品の製造・販売等を行っています。なお、当社
連結子会社は101社（前期末に同じ）、持分法適用会社は９社（前期末に同じ）です。

会社名等 資本金
出資比率 主要な事業内容

㈱フジクラ・ダイヤケーブル 資本金
出資比率

5,400百万円
60.0％ 電線・ケーブル

西日本電線㈱ 資本金
出資比率

960百万円
60.8％ 電線・ケーブル、光ケーブル

米沢電線㈱ 資本金
出資比率

400百万円
94.9％ 電線・ケーブル

America Fujikura Ltd. 資本金
出資比率

202百万USドル
100.0％

OPGW、光ケーブル、光融着接続機、
光接続部品、通信関連工事

Fujikura Electronics（Thailand）Ltd. 資本金
出資比率

11,552百万タイバーツ
100.0％ FPC、電子部品

藤倉電子（上海）有限公司 資本金
出資比率

97百万人民元
100.0％ FPC

DDK（Thailand）Ltd. 資本金
出資比率

1,730百万タイバーツ
100.0％ コネクタ

フジクラ電装㈱ 資本金
出資比率

1,773百万円
100.0％ 自動車用ワイヤハーネス

Fujikura Automotive Europe S.A.U. 資本金
出資比率

6万ユーロ
100.0％ 自動車用ワイヤハーネス

Fujikura Automotive America LLC 資本金
出資比率

3百万USドル
100.0％ 自動車用ワイヤハーネス
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2 株式に関する事項　(2021年３月31日現在)

(１) 発行可能株式総数 1,190,000,000株

(２) 発行済株式の総数 295,863,421株（自己株式19,455,441株を含む。）

(３) 株主数 29,852名（前期末比5,242名減）

(４) 大株主
(単位：千株、％)

株主名 所有株式数 出資比率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 31,750 11.49

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 19,492 7.05

大樹生命保険株式会社 10,192 3.69

株式会社三井住友銀行 8,456 3.06

株式会社日本カストディ銀行
（三井住友信託銀行退職給付信託口） 6,777 2.45

DOWAメタルマイン株式会社 6,564 2.37

株式会社静岡銀行 5,789 2.09

フジクラ従業員持株会 4,844 1.75

株式会社日本カストディ銀行（信託口５） 3,656 1.32

JP MORGAN CHASE BANK 385781 3,415 1.24

(注) 1．上記所有株式数は株主名簿に基づき記載しています。
2．当社は自己株式を19,455,441株保有していますが、上表からは除外しています。なお、監査等委員でない取締役（社外取締役を除く）及び執行役員への株式報酬制度の

ために設定した株式交付信託に係る信託口が所有する株式899,933株は、自己株式には含まれておりません。
3．出資比率は自己株式を控除して計算しています。

(５) 当事業年度中に職務執行の対価として当社取締役に交付した株式の状況
株式数 交付対象者数

監査等委員でない取締役 11,594株 1名

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、本招集ご通知41ページ「（５）取締役の報酬等」のとおりです。
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3 会社役員に関する事項　(2021年３月31日現在)

(１) 取締役
地　位 氏　名 担　当

取締役社長(※) 伊 藤 雅 彦 ガバナンス、コーポレート品質統括部門、内部監査室、内部統制室

専務取締役(※) 和 田 　 朗 コーポレートR&D部門、コーポレート生産部門

専務取締役 北 島 武 明 コーポレート営業部門、エネルギー・情報通信カンパニー（エネルギー事業部門）

常務取締役 細 谷 英 行 エネルギー・情報通信カンパニー（情報通信事業部門）

常務取締役 滝 沢 　 功 電子電装・コネクタカンパニー

常務取締役 伊 藤 　 哲 コーポレートスタッフ部門（経理部他）、不動産カンパニー

常務取締役 Joseph E. Gallagher AFL Telecommunications LLC 社長

常務取締役 稲 葉 雅 人 新規事業推進センター

常務取締役 関 川 茂 夫 コーポレートスタッフ部門（コーポレート企画室、法務室、人事部他）

取締役
監査等委員（常勤） 小 田 康 之

取締役
監査等委員（社外） 下志万　正　明

取締役
監査等委員（社外） 阿　部　謙一郎

取締役
監査等委員（社外） 白 井 芳 夫

取締役
監査等委員（社外） 村 田 恒 子

取締役
監査等委員（社外） 花 﨑 浜 子

(注) 1．※印は代表取締役です。
2．監査等委員会の活動の実効性を確保するため常勤の監査等委員を選定しています。
3．取締役 監査等委員 下志万正明氏、阿部謙一郎氏、白井芳夫氏、村田恒子氏及び花﨑浜子氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役です。
4．取締役 監査等委員 小田康之氏は、当社経理部門において長年の経験を積み、財務・会計について相当程度の知見を有しています。

取締役 監査等委員 下志万正明氏は、長年にわたって大手都市銀行で枢要な地位にあった経験を持ち、財務・会計について相当程度の知見を有しています。
取締役 監査等委員 阿部謙一郎氏は、公認会計士の資格を有しており、財務・会計について相当程度の知見を有しています。
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5．重要な兼職の状況は次のとおりです。
常務取締役 Joseph E. Gallagher氏は、当社の子会社であるAFL Telecommunications LLC、ATI International Investments Inc.、ITC Service Group Intermediary 
LLC及びFiberRise Communications, LLC各社の社長です。
取締役 監査等委員阿部謙一郎氏は、ソフトバンク株式会社の社外監査役です。
取締役 監査等委員 白井芳夫氏は、セイコーエプソン株式会社の社外取締役監査等委員です。
当社とセイコーエプソン株式会社は、FPC、電子ワイヤ及び圧力センサの販売に関する取引があります。
取締役 監査等委員 村田恒子氏は、株式会社日本政策金融公庫の社外監査役及び株式会社ミルボンの社外取締役です。
取締役 監査等委員 花﨑浜子氏は、北青山法律事務所所属の弁護士です。

6．取締役 監査等委員 下志万正明氏、阿部謙一郎氏、白井芳夫氏、村田恒子氏及び花﨑浜子氏は、東京証券取引所へ独立役員として届け出ています。
7．取締役 小林郁夫氏は、2020年６月30日をもって、辞任により退任いたしました。専務取締役 和田 朗氏、北島武明氏、常務取締役 細谷英行氏、滝沢 功氏、伊藤 哲氏

は、2021年３月31日をもって、辞任により退任いたしました。
8．2021年４月１日をもって、取締役の地位及び担当を変更し、以下のとおりとしました。

氏　名 変更後 変更前

伊藤　雅彦
取締役社長ＣＥＯ　コーポレートガバナンス統括部門、コーポレー
トスタッフ部門、コーポレートファイナンス部門、コーポレート品
質統括部門、新事業創生・研究開発部門、構造改革タスクフォース

取締役社長　ガバナンス、コーポレート品質統括部門、内部監査室、
内部統制室

Joseph E. 
Gallagher

取締役　北米事業担当、
AFL Telecommunications LLC　社長 常務取締役　AFL Telecommunications LLC　社長

稲葉　雅人 取締役　産業電線事業担当、営業・業務部門、不動産事業部門 常務取締役　新規事業推進センター

関川　茂夫 取締役 常務取締役　コーポレートスタッフ部門（コーポレート企画室、法務
室、人事部他）

9．執行役員は以下のとおりです。（2021年４月１日現在）
執行役員COO 岡田 直樹 執行役員 植田 広二
執行役員 新堂 桂子 執行役員 Jason Peng
執行役員 齊田 昭 執行役員 那須 秀一
執行役員 飯島 和人 執行役員 福原 純二
執行役員 藤巻 宗久 執行役員 萬玉 哲也
執行役員 坂野 達也

(２) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しています。当該役
員等賠償責任保険契約の被保険者の範囲は、当社及び当社子会社の取締役（監査等委員である取締役を含む。）、監査
役及び管理職従業員であり、当該保険契約により、被保険者がその業務執行に起因して法律上負担することとなる損害
賠償金及び訴訟費用が填補されることとなります。また、被保険者のうち当社取締役（監査等委員である取締役を含
む。）は、保険料のうち５％を個人で負担することとしています。

(３) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、各社外取締役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しています。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の規定する額としています。
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(４) 社外役員に関する事項
　当社の社外取締役は下志万正明氏、阿部謙一郎氏、白井芳夫氏、村田恒子氏及び花﨑浜子氏です。

当事業年度における主な活動状況

出席状況・発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役　監査等委員
下志万　正　明

当社は、下志万正明氏に対して、長年にわたって大手都市銀行で枢要な地位にあった経験と見識を生か
し、業務執行者から独立した客観的な立場での助言や提言、会社経営の監督機能の発揮を期待していま
す。

同氏は、取締役会をはじめ当社の経営に関する重要な会議や業務執行者との意見交換の場に積極的に参
加し、業務執行者から独立した客観的な立場から、自身の経験及び見識を生かした妥当性・適正性を確保
するための必要な助言及び提言を行い、会社経営の監督機能を果たしています。

なお、同氏は、報酬諮問委員会の委員長及び指名諮問委員会の委員を務めております。
（出席状況）取締役会　　　　100％（23/23回）監査等委員会　　100％（17/17回）

指名諮問委員会　100％（12/12回）報酬諮問委員会　100％（ 8/ 8回）

取締役　監査等委員
阿　部　謙一郎

当社は、阿部謙一郎氏に対して、公認会計士としての専門的見地と実務経験を生かし、業務執行者から
独立した客観的な立場での助言や提言、会社経営の監督機能の発揮を期待しています。

同氏は、取締役会をはじめ当社の経営に関する重要な会議や業務執行者との意見交換の場に積極的に参
加し、業務執行者から独立した客観的な立場から、自身の経験及び見識を生かした妥当性・適正性を確保
するための必要な助言及び提言を行い、会社経営の監督機能を果たしています。

なお、同氏は、報酬諮問委員会の委員を務めております。
（出席状況）取締役会　　　　100％（23/23回）監査等委員会　  100％（17/17回）

報酬諮問委員会　100％（ 8/ 8回）

取締役　監査等委員
白　井　芳　夫

当社は、白井芳夫氏に対して、長年にわたる企業経営の豊富な経験と見識を生かし、業務執行者から独
立した客観的な立場での助言や提言、会社経営の監督機能の発揮を期待しています。

同氏は、取締役会をはじめ当社の経営に関する重要な会議や業務執行者との意見交換の場に積極的に参
加し、業務執行者から独立した客観的な立場から、自身の経験及び見識を生かした妥当性・適正性を確保
するための必要な助言及び提言を行い、会社経営の監督機能を果たしています。

なお、同氏は、指名諮問委員会の委員長及び報酬諮問委員会の委員を務めております。
（出席状況）取締役会　　　　100％（23/23回）監査等委員会　　100％（17/17回）

指名諮問委員会　100％（12/12回）報酬諮問委員会　100％（ 8/ 8回）

取締役　監査等委員
村　田　恒　子

当社は、村田恒子氏に対して、長年の企業におけるコンプライアンス、コーポレートガバナンスの豊富
な経験と見識を生かし、業務執行者から独立した客観的な立場での助言や提言、会社経営の監督機能の発
揮を期待しています。

同氏は、取締役会をはじめ当社の経営に関する重要な会議や業務執行者との意見交換の場に積極的に参
加し、業務執行者から独立した客観的な立場から、自身の経験及び見識を生かした妥当性・適正性を確保
するための必要な助言及び提言を行い、会社経営の監督機能を果たしています。

なお、同氏は、指名諮問委員会の委員を務めております。
（出席状況）取締役会　　　　100％（23/23回）監査等委員会　　100％（17/17回）

指名諮問委員会　100％（12/12回）

取締役　監査等委員
花　﨑　浜　子

当社は、花﨑浜子氏に対して、弁護士としての専門的見地と実務経験を生かし、業務執行者から独立し
た客観的な立場での助言や提言、会社経営の監督機能の発揮を期待しています。

同氏は、取締役会をはじめ当社の経営に関する重要な会議や業務執行者との意見交換の場に積極的に参
加し、業務執行者から独立した客観的な立場から、自身の経験及び見識を生かした妥当性・適正性を確保
するための必要な助言及び提言を行い、会社経営の監督機能を果たしています。

（出席状況）取締役会　　　　100％（23/23回）監査等委員会　　100％（17/17回）
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(５) 取締役の報酬等
①取締役報酬の決定に関する方針
　監査等委員でない取締役の報酬の決定方針及び報酬等の決定にあたっては、取締役会の諮問機関である報酬諮問委
員会（取締役社長及び人事担当取締役及び３名の社外取締役で構成し、委員長は社外取締役としています。）の答申
を経て、取締役会で決議することとしています。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。
　当社は取扱製品が多種多様なだけでなく、グローバルに事業を展開しており、取締役の業務も高度で多岐にわたり
ます。このため、取締役の報酬の水準はこれら業務に対応し得る優秀な人材にふさわしいレベルであることを基本と
し、複数の調査機関による主に上場会社を対象とした調査結果を参考に、具体的には、以下の３つの区分で取締役の
報酬を構成しています。これは、客観的な指標と評価に基づくとともに、業績への連動性を強めた報酬制度として定
めたものです。

ⅰ.「基本報酬」
　取締役の監視・監督機能に相当する部分として、役位別の固定額とします。
ⅱ.「短期業績連動報酬」
　全社業績又は管掌部門の業績に応じた役位別の基礎額を設定し、一定の指標（営業利益率、株主資本利益率
（ROE）、投下資本利益率（ROIC））に基づき、当該基礎額の０％から200％の範囲で支給することとします。
これらの指標は、「経営施策が反映されやすい指標」、「株主への利益還元度と相関の強い指標」であり、当社の
成長戦略と親和性の高い指標であることから採用しています。
ⅲ.「株式報酬」
　上記ⅰ.及びⅱ.とは別に、取締役（非居住者を除く）の報酬として当社普通株式を交付するものです。取締役が株
価上昇によるメリットを享受するのみならず、株価下落リスクをも負担し、株価の変動によるメリット及びリスク
を株主の皆様と共有することで、企業価値の向上に貢献する意識を高めることを主たる目的とするものです。
　なお、当該株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。

　報酬全体に対して、業績や株価によって変動する報酬（短期業績連動報酬及び株式報酬）は最大で概ね４割強とな
る見込みです。
　業務執行取締役以外の取締役の報酬は、その役割に鑑みて固定額である基本報酬のみとし、短期業績連動報酬及び
株式報酬は支給しません。
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②取締役の報酬等の総額

区　分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額

支給人員
基本報酬 業績連動報酬 株式報酬 その他

監査等委員でない取締役 325百万円 198百万円 16百万円 64百万円 46百万円 10名

監査等委員である取締役
(社外取締役を除く) 23百万円 23百万円 － － － 1名

監査等委員である取締役
(社外取締役) 67百万円 67百万円 － － － 5名

(注) 1．当社には監査等委員でない取締役のうち、社外取締役はおりません。
2．当事業年度における「短期業績連動報酬」に係る主要な指標の目標及び実績値は下記のとおりです。

指標の種別 目標値
（2020年３月期連結年度経営計画）

実績値
（2020年３月期連結年度経営実績）

連結営業利益率 4.1％ 0.5％
連結株主資本利益率（ROE） 5.4％ △20.9％

3．当社は、事業再生計画の一環として経営体制の刷新を行い、2021年３月31日付で監査等委員でない取締役を半減いたしました。これに際し、辞任により退任した取締役
１名について、将来にわたる当社グループとの関係を解消するために、上表「その他」に記載のとおり監査等委員でない取締役報酬の枠内において取締役報酬の特別加算
金を支払うこととしました。
なお、当該特別加算金は上記事業再生計画の実行に伴う特例措置であり、決定に当たっては、報酬諮問委員会よりその具体的な内容及び決定プロセスが公正かつ妥当であ
る旨の答申を受けています。

4．取締役会は、当事業年度に係る監査等委員でない取締役の個人別報酬について、上記①「取締役報酬の決定に関する方針」の手続きを経て取締役の個人別の報酬額が決
定されていることから、その内容が決定方針に沿うものであると判断しています。なお、監査等委員でない取締役の報酬等の決定にあたっては、報酬諮問委員会におい
て、各取締役の業績評価、報酬水準の市場性、報酬体系及び具体的な報酬額について決定プロセスの公正性及び妥当性を検証することとしており、報酬諮問委員会から公
正かつ妥当である旨の答申を受けています。

5．監査等委員会は、当事業年度に係る監査等委員でない取締役の個人別報酬について、報酬諮問委員会に出席した監査等委員から報告を受け、協議した結果、報酬諮問委員
会における監査等委員でない取締役の報酬等の決定プロセスは適切であり、会社法の規定に基づき株主総会で陳述すべき特段の事項はないとの結論に至っています。

6．取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
(1)監査等委員でない取締役の報酬額は、2017年６月29日開催第169期定時株主総会において年額600百万円以内と決議しています。また、当該金銭報酬とは別枠で、同

定時株主総会において、株式報酬の額を年額120百万円以内、株式数の上限を年285千株以内（社外取締役は付与対象外）と決議しています。同定時株主総会終結時点
の監査等委員でない取締役の員数は９名（うち、社外取締役はおりません。）です。
(2)監査等委員である取締役の報酬額は、2017年６月29日開催第169期定時株主総会において年額100百万円以内（うち社外取締役分70百万円以内）と決議しています。

同定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は５名（うち、社外取締役は４名。）です。
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4 会計監査人に関する事項
(１) 会計監査人の名称

PwCあらた有限責任監査法人

(２) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

(３) 当社グループ全体での報酬額
支払額

①当社の当期に係る会計監査人としての報酬等の額 113百万円

②当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額（①の額を含む。） 176百万円

(注) 1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記
①の金額はこれらの合計額で記載しています。

2．重要な子会社であるAmerica Fujikura Ltd.、Fujikura Electronics（Thailand）Ltd.、藤倉電子（上海）有限公司、DDK (Thailand) Ltd.、Fujikura Automotive 
Europe S.A.U.及び Fujikura Automotive America LLCは当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けています。

3．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人及び社内関係部署からの必要書類の入手や報告の聴取を通じ
て、前事業年度の監査計画と実績の比較、当事業年度の監査項目別監査時間及び内容などを確認し、報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき会社法第
399条第１項及び第３項の同意を行っています。

(４) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した場合、監査等委員全員の同意に基づき、解任する方針
です。また当社の業容、連結グループを含む企業規模の変化、他の監査機関との円滑な提携等の観点から判断して当社
の監査業務に重大な支障が生じまたはそのおそれがあると認めた場合、監査等委員会は「会計監査人の解任又は不再任」
を株主総会に提案いたします。
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5 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(１) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容

①当社の経営体制及び内部統制システムの実施主体
【経営体制】
　当社は監査等委員会設置会社であり、当社の取締役総数は15名、うち監査等委員でない取締役は９名（以下、「業
務執行取締役」という）、監査等委員である取締役（以下、「監査等委員」という）は６名である。社外取締役は５
名で全員が監査等委員である。
　当社では、取締役会の決議により、業務執行取締役として取締役会長、取締役社長各１名、取締役副社長、専務取
締役、常務取締役各若干名を定めることができる。取締役社長は、取締役会議長であるとともに当社及び当社の子会
社から成る企業集団全体（以下、「当社グループ」と総称し、各子会社を「グループ会社」という）についての最高
経営責任者となる。取締役社長以外の業務執行取締役は、社内カンパニーとして組織された主要な事業分野の責任者
またはカンパニー以外のコーポレート部門、研究開発部門等のカンパニー横断的な間接部門（以下、「コーポレート
部門等」という）若しくはコーポレート部門等に属する組織を統括する責任者となる。さらに社内カンパニーに匹敵
する規模の重要なグループ会社についても当社側の責任者に業務執行取締役を置く。
　当社の経営は、上記の責任を分担する個々の業務執行取締役を最高経営責任者である取締役社長が統括する体制で
執行される。
　監査等委員会は１名の社内取締役と５名の社外取締役の合計６名で構成され、社内取締役は常勤である。監査等委
員会の活動を補助する組織として、その指揮下に監査等委員会室を設ける。

【業務執行取締役による内部統制システムの構築及び監査等委員会による監査】
　業務執行取締役はその所管するカンパニー及びコーポレート部門等並びにグループ会社について、以下２．及び
３．に定める内部統制システムの遵守・実行の責任を負う。また、内部統制システムを決定する取締役会の一員であ
る立場から、内部統制システムの適正性について責任を負う。
　監査等委員会の監査は、業務執行取締役の職務の執行に係る内部統制システム（以下２．）の遵守及び実行の状況
を確認・検証することによって行われる。監査等委員会はこのため、自ら当社及びグループ会社の状況を調査し、ま
た、執行側から提供される情報の内容を確認・検証する。さらに必要に応じ、業務執行取締役をはじめとする執行の
当事者に直接の説明を求める。以上と合わせ、内部統制システムを決定する取締役会の一員である立場から、内部統
制システムの適正性について責任を負う。
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②会社法第399条の13第１項第１号ハの事項
【取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当該株式会
社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備】
(１) 会社法第399条の13第１項第１号ハの事項
【取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制】
　当社の主要な意思決定は、取締役会と取締役会から権限を委譲された業務執行取締役によって行われる。取締役会
については、審議事項の法令・定款への適合性を事前にコーポレート企画室や法務室が検証し、さらに取締役会では
専門性を有する社外取締役（弁護士、公認会計士）が審議に加わって十分な確認が行われる。
　「業務執行取締役の責任・権限規程」の定めに基づき業務執行取締役に権限委譲された決定事項は、専用のデータ
ベースに登録され、関係するコーポレート部門及び監査等委員会室は内容の確認を行い、あるいは業務執行取締役に
詳細を確認する等して法令・定款への適合性を確認する。さらに、監査等委員はデータベースに登録された情報を常
に閲覧することができ、必要に応じて直接又は監査等委員会室を通じて内容・詳細の確認を行う。
　業務執行取締役の管理下で遂行される日常的な業務については、各コーポレート部門が定める社内規程や教育、個
別の指導等により適法性を確保するとともに、内部監査室による業務監査によって課題の抽出、対策の立案及びその
実施確認が行われる。
　適法性に関して特に注意すべき事項は、定期的に開催されるリスク管理委員会で共有が図られ、管理精度の向上等
についてトップマネジメントの指示がなされる。
　また、「内部通報制度運用規程」を定め公益通報制度を運用する。総務部及び外部弁護士を通報窓口として設置す
るとともに、通報者に対する不利益取り扱いの禁止、匿名性の確保等を定めている。

会社法施行規則第110条の４第２項第１号から第５号について以下のとおりとする。

(２) 会社法施行規則第110条の４第２項第１号の事項
【取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制】
　取締役会の報告・決定事項並びに業務執行取締役の決定事項に関して、報告・決定のため作成され会議等において
共有された文書並びに報告・決定内容を記す議事録等の文書については、コーポレート企画室及び法務室が管理・保
存し、関係先の照会に応ずる体制をとる。
　経営執行会議、設備投資委員会、リスク管理委員会、カンパニー経営会議その他の重要な意思決定及び情報伝達を
目的とする会議の配布・討議資料並びに議事録などの文書は、各会議の主管部門が自ら定める規律に従って一元的に
保管管理し、必要に応じて社内関係先からの照会に応ずる体制をとる。
　会議体によらない書面による意思決定に関しては、当該決定事項を所管する部門が、決定内容を記した文書の適宜
の保管管理並びに社内関係先からの照会に応ずる体制をとる。
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(３) 会社法施行規則第110条の４第２項第２号の事項
【損失の危険の管理に関する規程その他の体制】
　当社が管理すべきリスク（グループ会社で生じたものを含む）を、事業機会に関連するリスク（『戦略リスク』）
と事業活動の遂行に関連するリスク（『業務リスク』）に分類し、戦略リスクについては、意思決定を行う取締役会
と業務執行取締役がそれぞれ決定に至る検討過程でこれを管理する。他方、業務リスクについては、『フジクラ リス
ク管理規程』に基づき取締役社長を委員長とするリスク管理委員会が管理する。
　重大な損失が発生又は発生が急迫している場合の危機管理は、上記リスク管理規程において、トップマネジメント
への情報の速やかな伝達と集中、対応組織の構築及び責任体制等を定める。

(４) 会社法施行規則第110条の４第２項第３号の事項
【取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制】
　取締役社長を最高経営責任者とする執行の体制（上記①【経営体制】参照）は、その効率的な運営のため、意思決
定を取締役会及び業務執行取締役に配分する。
　取締役会は、成長戦略の中核となる年度及び中期の経営計画や規模の大きなＭ＆Ａなどの重要な事項について、十
分かつ充実した審議をもって決定することとし、このため、各カンパニーを統括する業務執行取締役だけでなく、多
様な知見を持ち、かつ、客観性に優れた社外取締役で取締役会を構成する。
　各カンパニーやコーポレート部門等を統括する業務執行取締役は、それら組織に専属する事項や比較的リスクの少
ない事項について決定権限を持ち、迅速果断な意思決定により機動的で効率的な執行を行う。

(５) 会社法施行規則第110条の４第２項第４号の事項
【使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制】
　当社従業員その他当社業務に従事する者の諸法令の遵守については、取締役社長が委員長を務めるリスク管理委員
会が当社グループを統括し、課題の抽出や情報の共有化、コーポレート部門が企画する法令遵守のための教育その他
の諸施策について、トップマネジメントとして方向付けを行う。
　公益通報制度として、当社従業員その他当社業務に従事する者は、匿名性の確保及び通報者の不利益取り扱い禁止
を定める「内部通報制度運用規程」に基づき、総務部及び外部弁護士に対して通報を行うことができる。

(６) 会社法施行規則第110条の４第２項第５号イ、ロ、ハ、ニの事項
【企業集団における業務の適正を確保するための体制】
　各グループ会社について、当社側の所管部門として会社ごとにカンパニー又はコーポレート部門等を定める。当該
所管部門の責任者である業務執行取締役は、所管するグループ会社の経営全般について責任を負う。
　カンパニーに匹敵する規模の一部のグループ会社については、カンパニー又はコーポレート部門に属さず、業務執
行取締役が直轄する場合がある。
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(イ) 子会社の取締役、業務を執行する社員等（以下、「取締役等」という）の職務執行に係る事項の当社への報告
に関する体制

　所管部門は、グループ会社からの報告を規律するものとしてカンパニー経営会議規程等を設け、グループ会社の
経営成績については毎月、人事・組織、設備投資、製品品質その他の重要な事項については適時に報告を受ける。

(ロ) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　各グループ会社は、自らリスク管理を行うことを基本としてリスク管理に関する規程を定める。所管部門は、所
管するグループ会社で生じたリスクについて適時・適切に報告を受け、発生したリスクの対応につきグループ会社
を支援・指導する体制を整備する。

(ハ) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、個々のグループ会社についてそれぞれの役割・機能を明確に定め、これらグループ会社を含めた企業集
団として経営計画を策定する。定期的な実績報告や緊密な連携の下での予実管理等とともに、人事交流などを通じ
て意思疎通が綿密かつ円滑に行える体制とする。

(ニ) 子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　各グループ会社は法令遵守に関する責任者を置く。当該責任者は、法令遵守状況の当社への報告、当社が定める
個別の法令遵守のための諸施策のグループ会社における実行等を行う。
　各グループ会社は、その従業員等が当社の内部通報制度を利用し又は社外弁護士へ直接通報できる公益通報制度
を整備する。

③会社法第399条の13第１項第１号ロの事項
【監査等委員会の職務の執行のため必要なものとして法務省令で定める事項】

会社法施行規則第110条の４第１項第１号から第７号について以下のとおりとする。

(１) 会社法施行規則第110条の４第１項第１号、第２号及び第３号の事項
【当該株式会社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項】
【前号の取締役及び使用人の当該株式会社の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項】
【当該株式会社の監査等委員からの第１号の取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項】
　コーポレート企画室及び法務室を所管する業務執行取締役（以下、「コーポレート担当取締役」という）は、監査
等委員会がその職務の執行のため必要なものとして要求する体制の整備について責任を負い、合理的な理由なくこれ
を拒否することはできない。
　また、コーポレート担当取締役は、監査等委員会の職務の執行を補助する組織として監査等委員会室を設置し（最
低１名の専任者を配置する。）、当該委員会室を監査等委員会の指揮下に置き、監査等委員会から当該委員会室の権
限・予算・要員等に関して要求があった場合、合理的な理由なくこれを拒否することはできない。
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(２) 会社法施行規則第110条の４第１項第４号イの事項
【当該株式会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び会計参与並びに使用人が当該株式会社の監査等委
員会に報告をするための体制】
　業務執行取締役及び使用人は、法令又は定款に違反する会社の行為又は会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事
実を発見したときは直ちに監査等委員会に報告しなければならない。また、総務部は、「リスク管理規程」に定める
重大リスクに関する情報の伝達を受けたときは、速やかに監査等委員会へ報告しなければならない。
　業務執行取締役が決定しようとする事項及びカンパニー経営会議で報告される事項は常に監査等委員会の閲覧に
供されることとし、このため業務執行取締役は当該事項を所定のデータベースへ登録しなければならない。コーポレ
ート企画室、法務室及び監査等委員会室は、協働して当該データベースに登録された情報を確認し、追加の情報収集
などを行った上で必要に応じて監査等委員会へ報告し、（また、他のコーポレート部門と情報を共有し、）あるいは
取締役会へ付議するなどの措置をとる。
　監査等委員は、監査等委員会の職務の執行として何時でも社内の会議に陪席することができるほか、関係する書面
や記録等を閲覧することができる。また、監査等委員会は必要と判断したときは何時でも、関係する業務執行取締役
及び使用人に詳細を質問し、あるいは調査を求めることができ、業務執行取締役及び使用人はこれに応じなければな
らない。

(３) 会社法施行規則第110条の４第１項第４号ロの事項
【当該株式会社の子会社の取締役、会計参与、監査役、執行役、業務を執行する社員、法第598条第１項の職務を行
うべき者その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けたものが当該株式会社の監査等
委員会に報告をするための体制】
　グループ会社の取締役、監査役及び使用人は当社あるいは当該グループ会社に法令又は定款に違反する行為又は会
社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、監査等委員会へ直ちに報告しなければならず、また、
総務部は、「リスク管理規程」に定める重大リスクに関する情報の伝達を受けたときは、速やかに監査等委員会へ報
告しなければならない。
　グループ会社について、これを所管する業務執行取締役は、当該グループ会社に対して上記の報告義務を徹底させ
なければならない。
　内部監査室、内部統制室、その他コーポレート部門及びカンパニー内の管理部門等は、グループ会社の行為に不正
又は不適切な事実を発見したときは、直ちに監査等委員会へ報告しなければならない。

(４) 会社法施行規則第110条の４第１項第５号の事項
【前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制】
　当社及びグループ会社は、前号イ．又はロ．の監査等委員会に対する報告を行った者に対し、報告を行ったことを
理由として不利な取扱いをしない。
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(５) 会社法施行規則第110条の４第１項第６号の事項
【当該株式会社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用
の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項】
　当社は、監査等委員会の年間の監査計画に基づき、それに要する費用につき予算措置を講じる。監査計画外の随時
の活動に要する費用は、社外の専門家等の活用に要するものを含め、監査等委員会の職務の執行として合理的である
限りにおいてこの費用を支弁し、又は費用の支払いを当社に求めたときは、当社はこれを負担する。

(６) 会社法施行規則第110条の４第１項第７号の事項
【その他当該株式会社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制】
　監査等委員会は、取締役社長を含め業務執行の責任を負う取締役又は執行役員その他の使用人を対象に、取締役会
以外で意見交換や質問等の機会を求めることができ、この窓口となるコーポレート担当役員は、監査等委員会の請求
の主旨を踏まえ、請求に応ずるため必要な調整を行う。

(２) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①コンプライアンス・リスクマネジメント体制
　当年度中にリスク管理委員会を23回開催いたしました。同委員会では、コンプライアンスに関する事項を含むグル
ープ全社で対応すべきリスク及びカンパニー別の固有のリスクを、毎年作成するリスク管理計画書に基づき実績のフ
ォロー等を適切に行っています。また、個別の事案にかかる報告、再発防止策の確認、グループ会社を含めた情報共
有や新たなリスクの認識・予防に関する討議等を行っています。
　業務執行取締役に決裁権限を委譲された事項は、当該事項に関係するコーポレート部門及び監査等委員会の活動を
補助する組織である監査等委員会室が、法令・定款に適合していることを確認しています。また、業務執行取締役の
管理下で遂行される日常的な業務については、内部監査部門、各コーポレート部門、カンパニー管理組織等が適法
性・妥当性について管理を行ってきました。
　他方、監査等委員会は、執行部門から独立した機関として、リスク管理委員会とは別個にグループ全社のリスク管
理状況について適宜監査を行っています。また、当社の内部統制システムの妥当性及び実効性についても監査を行っ
ています。
　当社及びグループ会社は、それぞれ公益通報制度として内部通報制度を運用しています。内部通報制度では、社内
外に受付窓口を設け、通報者の匿名性を確保し、通報者への不利益取り扱いが禁止されています。また、内部通報制
度の運用状況はリスク管理委員会及び監査等委員会へ報告されています。
　また、2020年４月１日付で「コーポレートガバナンス推進室」を新設し、リスクマネジメントやコンプライアン
スに関連する複数のプロジェクトを立ち上げて、内部監査機能の強化や内部通報制度の実効性向上のための課題の抽
出とその改善策の検討などを進めてきました。
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②グループ会社の経営管理体制
　各カンパニー又はコーポレート部門等は、その所管するグループ会社に対して「リスク管理規程の整備」、「法令
遵守責任者の設置」、「内部通報制度の整備」を求め、全グループ会社における適切な整備を進めています。また、
各カンパニー等は、グループ会社を含めたカンパニー経営会議等を定期的に開催してグループ会社からの適時適切な
報告体制を確保しつつ、効率的に事業運営を遂行しています。
　当社グループの現状に鑑み、グループガバナンス強化に向けた検討を進めています。

③監査等委員会の実効性を確保する体制
　監査等委員会の職務を補助する組織として、監査等委員会室を設けて専任者を配置しています。なお、監査等委員
会室は業務執行側からの独立性を有し、監査等委員会から直接の指示・命令の下、監査等委員会の支援を行っていま
す。
　監査等委員は、社内会議への出席権限、業務執行取締役の決裁に係る事項を登録したデータベースへのアクセス権
限を有し、必要に応じて調査等を実施しています。
　加えて、監査・監督機能をより実効的なものとするため、取締役会とは別に、監査等委員会と業務執行取締役や個
別の事業を担務する執行役員との定期的な会合の場を設けて、意見交換などを行ってきました。
　また、会計監査人及び内部監査部門との間で四半期ごとに三様監査協議会を実施しています。同協議会では、内部
統制システムの運用状況や監査の状況に関する情報共有、不正リスク低減に関する意見交換などを行って監査の実効
性確保に努めています。

＊当社は、従来、単位未満の数字は切捨てして端数処理していましたが、第173期事業報告より単位未満の数字は四捨五入して端数処理の上、記載しています。また、比較を
容易にするため前期にかかる記載につきましても単位未満の数字を四捨五入して記載しております。
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連結計算書類
連結貸借対照表（2021年３月31日現在） (単位：百万円)

科　目 金　額 科　目 金　額

資産の部 負債の部
流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品及び製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

リース資産

建設仮勘定

その他

無形固定資産

のれん

その他

投資その他の資産

投資有価証券

退職給付に係る資産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

投資損失引当金

317,374

74,740

123,347

36,788

27,789

35,889

19,706

△885

251,750

183,994

85,193

61,342

15,125

5,368

7,678

9,287

14,331

6,257

8,074

53,425

27,676

2,635

7,253

16,084

△203

△20

流動負債 216,316
支払手形及び買掛金 68,512
短期借入金 77,801
コマーシャル・ペーパー 15,000
１年内償還予定の社債 10,000
未払法人税等 2,474
関係会社事業損失引当金 1,264
その他の引当金 2,123
その他 39,142

固定負債 168,324
社債 30,000
長期借入金 109,128
その他の引当金 469
退職給付に係る負債 10,992
その他 17,735

負債合計 384,640
純資産の部
株主資本 157,466

資本金 53,076
資本剰余金 27,740
利益剰余金 87,514
自己株式 △10,864

その他の包括利益累計額 5,363
その他有価証券評価差額金 1,185
繰延ヘッジ損益 △917
為替換算調整勘定 8,347
退職給付に係る調整累計額 △3,253

非支配株主持分 21,654
純資産合計 184,483

資産合計 569,124 負債純資産合計 569,124
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連結損益計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） (単位：百万円)

科　目 金　額

売上高 643,736
売上原価 534,633

売上総利益 109,103
販売費及び一般管理費 84,681

営業利益 24,422
営業外収益

受取利息 288
受取配当金 765
為替差益 317
持分法による投資利益 430
雇用調整助成金 1,044
その他 1,842 4,687

営業外費用
支払利息 2,558
固定資産除却損 689
製品補修費用 1,950
資金調達費用 2,713
その他 2,818 10,729
経常利益 18,380

特別利益
固定資産売却益 4,294
投資有価証券売却益 1,545
受取保険金 773
債務保証損失引当金戻入額 2
その他 151 6,765

特別損失
減損損失 16,831
事業構造改善費用 3,607
新型感染症関連損失 2,003
火災による損失 1,188
その他 342 23,970

税金等調整前当期純利益 1,174
法人税、住民税及び事業税 6,184
法人税等調整額 △876 5,308
当期純損失（△） △4,134
非支配株主に帰属する当期純利益 1,236
親会社株主に帰属する当期純損失（△） △5,369

52

連結損益計算書



2021/05/22 17:11:16 / 21746506_株式会社フジクラ_招集通知（Ｃ）

連結株主資本等変動計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 53,076 27,903 89,882 △10,915 159,945

当期変動額
親会社株主に帰属する当期純損失
(△) △5,369 △5,369

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 △0 52 52
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 △163 △163

持分法の適用範囲の変動 3,002 3,002
株主資本以外の項目の当期変動額
(純額) －

当期変動額合計 － △163 △2,368 51 △2,479

当期末残高 53,076 27,740 87,514 △10,864 157,466

その他の包括利益累計額
非支配株主
持 分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当期首残高 989 △848 △1,737 △6,274 △7,870 20,040 172,115

当期変動額
親会社株主に帰属する当期純損失
(△) － △5,369

自己株式の取得 － △1

自己株式の処分 － 52
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 － △163

持分法の適用範囲の変動 － 3,002
株主資本以外の項目の当期変動額
(純額) 195 △69 10,085 3,021 13,232 1,615 14,847

当期変動額合計 195 △69 10,085 3,021 13,232 1,615 12,368

当期末残高 1,185 △917 8,347 △3,253 5,363 21,654 184,483
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計算書類
貸借対照表（2021年３月31日現在） (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部
流動資産

現金及び預金
受取手形
売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
未収入金
短期貸付金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
機械装置
土地
建設仮勘定
その他

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
長期貸付金
前払年金費用
その他
貸倒引当金
投資損失引当金

146,685
39,434
1,092

58,232
3,660
9,193
2,566

11,792
18,157
2,750
△190

175,353
80,324
56,556
2,710
7,523
9,883
1,694
1,959
3,217
2,291

926
91,811

7,671
63,165
15,727
8,384
4,629

779
△8,486

△57

流動負債 118,946
支払手形 101
買掛金 33,941
短期借入金 27,300
コマーシャル・ペーパー 15,000
１年内償還予定の社債 10,000
未払費用 7,165
預り金 17,658
関係会社事業損失引当金 1,264
品質不適合関連損失引当金 112
債務保証損失引当金 8
その他 6,396

固定負債 142,591
社債 30,000
長期借入金 103,310
長期預り敷金保証金 7,769
その他引当金 478
繰延税金負債 436
その他 598

負債合計 261,536
純資産の部
株主資本 60,327

資本金 53,076
資本剰余金 28,302

資本準備金 13,269
その他資本剰余金 15,034

利益剰余金 △10,237
その他利益剰余金 △10,237

固定資産圧縮積立金 954
繰越利益剰余金 △11,191

自己株式 △10,815
評価・換算差額等 174

その他有価証券評価差額金 936
繰延ヘッジ損益 △762

純資産合計 60,501
資産合計 322,037 負債純資産合計 322,037
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損益計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） (単位：百万円)

科　目 金　額

売上高 338,345
売上原価 306,480

売上総利益 31,865
販売費及び一般管理費 26,974

営業利益 4,891
営業外収益

受取利息及び配当金 9,440
為替差益 652
その他 1,596 11,688

営業外費用
支払利息 1,319
社債利息 84
債務保証損失引当金繰入額 4,356
資金調達費用 2,713
固定資産除却損 247
その他 1,977 10,697
経常利益 5,882

特別利益
債務保証損失引当金戻入額 8,220
固定資産売却益 3,597
投資有価証券売却益 1,402
その他 16 13,235

特別損失
関係会社株式評価損 25,596
事業構造改善費用 1,582
減損損失 702
その他 208 28,087

税引前当期純損失（△） △8,969
法人税、住民税及び事業税 713
当期純損失（△） △9,682

55

損益計算書



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2021/05/22 17:11:16 / 21746506_株式会社フジクラ_招集通知（Ｃ）

株主資本等変動計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 53,076 13,269 15,034 28,302 955 △1,509 △554

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 － △0 0 －

当期純損失（△） － △9,682 △9,682

自己株式の取得 － －

自己株式の処分 △0 △0 －
株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額） － －

事業年度中の変動額合計 － － △0 △0 △0 △9,682 △9,682

当期末残高 53,076 13,269 15,034 28,302 954 △11,191 △10,237

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 △10,866 69,958 879 18 897 70,855

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 － － －

当期純損失（△） △9,682 － △9,682

自己株式の取得 △1 △1 － △1

自己株式の処分 52 52 － 52
株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額） － 57 △780 △723 △723

事業年度中の変動額合計 51 △9,631 57 △780 △723 △10,354

当期末残高 △10,815 60,327 936 △762 174 60,501
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監査報告
連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月17日

株式会社フジクラ
　取　締　役　会　御　中

PwCあらた有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 斎　藤　　　剛 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 五　代　英　紀 ㊞業 務 執 行 社 員

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社フジクラの2020年４月１日から2021年３月31日までの連
結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フ
ジクラ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案

し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明
することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責
任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を
含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の
独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ
の内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月17日

株式会社フジクラ
　取　締　役　会　御　中

PwCあらた有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 斎　藤　　　剛 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 五　代　英　紀 ㊞業 務 執 行 社 員

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フジクラの2020年４月１日から2021年３月31日ま
での第173期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類
等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案

し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を
含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の
独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ
の内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2020年４月1日から2021年３月31日までの第173期事業年度における取締役の職務の執行につ

いて監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該

決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に

ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、次の方法で監査を実施しました。

なお、金融商品取引法における財務報告に係る内部統制については、取締役等及び会計監査人PwCあらた有限責任監

査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、電話回線又はインターネットなどを経由した手段も

活用しながら、会社の内部監査部門等と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の

執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及

び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の

交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査

に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必

要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関

する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　　なお、事業報告に記載のとおり、当社は品質管理を重要課題と位置づけ、品質管理強化の諸施策を実施して

きており、監査等委員会ではその実施状況を確認しております。その取り組みに対して、指摘すべき事項は認

められません。監査等委員会は、品質管理強化諸施策の実施状況を、今後も継続的に確認してまいります。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

　会計監査人PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月17日
株式会社フジクラ　監査等委員会

常勤監査等委員 小　田　康　之 ㊞
監査等委員 下志万　正　明 ㊞
監査等委員 阿　部　謙一郎 ㊞
監査等委員 白　井　芳　夫 ㊞
監査等委員 村　田　恒　子 ㊞
監査等委員 花　﨑　浜　子 ㊞

(注) 監査等委員　下志万正明、阿部謙一郎、白井芳夫、村田恒子、花﨑浜子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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